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保育サービスと人的資本蓄積に関する一考察

論　説

保育サービスと人的資本蓄積に関する一考察

村 田 　 慶・丁 　 嘉 祺

Ⅰ．はじめに

内閣府「令和４年版少子化社会対策白書」によれば，日本における夫婦の理想的な子どもの数 

(平均理想子ども数) は1987年から減少傾向にあり，2015年には2.32人と過去最低となっている．

また，実際に持つつもりの子どもの数 (平均予定子ども数) も2.01人と過去最低となっている．実

際に持つつもりの子どもの数 (平均予定子ども数) が理想的な子どもの数 (平均理想子ども数) を

下回る理由としては，「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が56.3％と最も多く，30～34歳

では８割を超えている．すなわち，日本では少子化が深刻化しており，その主な要因は育児・教

育費の負担であることが分かる．日本では，育児・教育費の負担軽減を目的として，児童手当が

実施されている．児童手当とは，各家計に対して，子どもの数に応じて助成金を支給する制度で

ある．現役世代から税金などを徴収し，それを財源として次世代に支給するケースが想定される

ことから，経済学においては，世代重複モデルによる分析がしばしば行われている．上記に加え

て，日本では，待機児童の解消に向けての保育整備も行われており，厚生労働省によれば，2013

年度から2017年度にかけての「待機児童解消加速化プラン」によって53.5万人，2018年度から2020

年度にかけての「子育て安心プラン」によって20.1万人の受け皿拡大となっており，2021年度か

らも「新子育て安心プラン」によって，４年間で14万人の受け皿拡大が計画されている．

世代重複モデルによる出生率を内生化させた先行研究としては，Nishimura and Zhang (1992)，

Peters (1995)，Kato (1999)，Groezen, Leers and Mejidam (2003)，小塩 (2004)，Groezen and Mejidam 

(2008)，Fanti and Gori (2009) などが挙げられる．なかでも，Groezen, Leers and Mejidam (2003) 

では，小国開放経済を設定することによって賃金率を一定とし，それが各個人の所得水準と等し

くなるとした上で，政府が税金を徴収し，それを財源とする児童手当および賦課方式年金をモデ

ル化している．また，Groezen, Leers and Mejidam (2003) では，各個人の生涯効用は，若年期に

おける消費と子どもの数，および老年期における消費によって決まるとしている．しかしながら，

これらの先行研究では，出生率が教育支出に及ぼす影響については考慮されておらず，教育支出

による影響を受ける子どもの人的資本蓄積についても分析されていない．
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世代重複モデルによる教育支出と人的資本蓄積に関する先行研究としては，教育支出を公教育

と私教育に分類したものが数多く見られ，分析手法としては，以下のような３つのアプローチが

存在する．１つ目は，Glomm and Ravikumar (1992)，Gradstein and Justman (1997)，およびSaint 

Paul and Verdier (1993) で見られるように，両教育を別々に捉えるというものである．２つ目は，

Benabou (1996)，Eckstein and Zilcha (1994)，およびKaganovich and Zilcha (1999) で見られるよ

うに，両教育が補完関係にあるというものである．３つ目は，Cardak (2004a, b) および村田 (2011, 

2013)１で見られるように，両教育の効用比較による選択を分析するというものである．これらの

先行研究では，公教育支出を政府による所得比例課税，私教育支出を親世代からの所得移転によっ

て行うという点は共通しているものの，人口規模を一定，もしくは人口成長率を一定としており，

出生率の内生化は考慮されていない．

出生率の内生化を組み込んでの教育支出と人的資本蓄積に関しては，村田 (2017b) において一

つの考察がなされている．村田 (2017b) では，Groezen, Leers and Mejidam (2003) における生涯

効用の決定要素として，次世代が獲得する人的資本水準を新たに組み込んでいる２．また，村田 

(2017b) では，教育支出が次世代に均等配分されるという設定を行うことによって，人的資本蓄

積において人口動態を考慮した設定となっている．ただし，Groezen, Leers and Mejidam (2003) 

とは異なり，児童手当の財源について，教育支出と人的資本蓄積に関する先行研究における公教

育支出と同様，所得比例課税を財源としている．また，教育支出は私教育のみを想定しており，

さらに，老年期における経済活動を考慮しないため，貯蓄および公的年金に関する議論は捨象さ

れている．しかしながら，村田 (2017b) では，人的資本蓄積における人口動態の影響を考慮して

いるものの，教育支出を子ども全員に均等配分するというのは，モデル設定としてはやや窮屈と

言える．また，村田 (2017b) では，各個人が生涯効用を最大化するにあたり，児童手当が政府に

よる所得比例課税を財源とする点についても制約条件として組み込んでいるが，児童手当の支給

額はともかく，その財源確保という政府の予算制約までを考慮して各個人が行動するというのは

稀であると言える．それに対し，村田 (2019, 2020) では，労働所得の決定式において，育児時間

による影響を新たに組み込むことによって，教育支出を均等配分するという設定を行うことなく，

児童手当が人的資本蓄積に及ぼす影響について分析可能なモデルを構築している．また，各個人

１ 村田 (2011, 2013) では，Cardak (2004a) において，Glomm and Ravikumar (1992) に倣い，生涯効用関数に余暇
時間，人的資本関数に学習時間を新たに組み込み，分析範囲の拡張・修正を行っている．

２ Glomm and Ravikumar (1992) およびCardak (2004a, b) では，人的資本蓄積に関わる効用の決定要素として，次
世代への教育支出を組み込んでいる．村田 (2017b) でも，出生率を内生化しているとはいえ，次世代の一人当
たりが受け取る教育支出を組み込んでおり，同じ類の設定がなされている．しかしながら，村田 (2017a) で述
べているように，人的資本蓄積が教育支出と親世代の人的資本水準のみで決まるというシンプルなタイプの人
的資本関数であっても，次世代への教育支出そのものから効用を得ることと，次世代が獲得する人的資本水準
から効用を得ることとでは，意味合いが異なってくる点には注意が必要である．
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は生涯効用を最大化するにあたり，児童手当の財源確保 (政府の予算制約) を制約条件に組み込ま

ないケースについて検討することによって，現実的な拡張・修正を行っている．ただし，村田 

(2019, 2020) では，労働所得の決定式において，育児時間による影響を考慮しているものの，

Groezen, Leers and Mejidam (2003) とは異なり，育児費用３を組み込んでいない．それに対し，村

田・丁 (2022) では，村田 (2019, 2020) に育児費用を組み込んだモデルを構築することによって，

育児に関する議論を拡張させている．

本稿では，村田・丁 (2022) における児童手当と人的資本蓄積に関する世代重複モデルについ

て，上述の問題意識に基づき，さらなる拡張・修正を行う．村田・丁 (2022) では，政府による育

児支援について，所得税を財源とする助成金の支給を組み込んでいるものの，保育サービスの存

在については考慮されていない．村田・丁 (2022) では，労働所得の決定における育児時間による

影響，すなわち，育児に関わる機会費用を考慮したモデル設定を行っているが，保育整備が行わ

れることにより，保育施設をはじめとするサービスが拡充されれば，経済学的には，育児に関わ

る機会費用を減少させる効果がある．上記の問題意識を踏まえ，本稿では，村田・丁 (2022) にお

ける所得課税を財源とする育児支援として，児童手当による助成金の支給に加えて，保育サービ

スの提供による育児に関わる機会費用の減少を組み込んだモデルを構築する．

本稿における構成として，まずⅡ節において，村田・丁 (2022) の基本モデルを概観する．その

上で，Ⅲ節において，人的資本関数を導出し，人的資本の定常均衡への収束について検討する．

さらに，Ⅳ節において，所得税を財源とした育児支援として，児童手当による助成金の支給に加

えて，保育施設の提供を考慮した政府の予算制約式を設定した上で，それを満たす人的資本の定

常均衡値の実現について，Ⅲ節における人的資本の動態から考察する．

Ⅱ．モデル設定

各個人の経済活動は，２期間にわたって行われるとする．本稿では，２期について，t －1期と

t 期を基準とし，各期に生まれた個人をそれぞれ，t －1世代，t 世代の個人と呼ぶこととする．ま

た，各世代の子どもは，第２期に誕生するものとする．また，各期における総時間を１で基準化

する．

Ⅱ．１．人的資本形成

各世代の個人は第２期において，自身の人的資本を形成するものとする．本稿では，人的資本

３ 村田 (2019, 2020) および村田・丁 (2022) と同様，これは就学前における子育て費用を意味する．
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は，親世代による教育支出と親世代の人的資本水準によって形成されるとする．すなわち，t 世代

の各個人のt ＋1期における人的資本形成は，⑴のように決定付けられる．

 ⑴　

⑴において，ht ＋1はt 世代の各個人がt ＋1期において獲得する人的資本水準，et はt －1世代の各

個人のt 期におけるt 世代への教育支出，ht はt －1世代の各個人がt 期において獲得する人的資本

水準である．本稿では，t ＋1期における一国全体の効率労働Ht ＋1を⑵のように定義する．

 ⑵　

⑵において，L 0は初期における人口規模，nj はj 期における各個人の子どもの数である．

Ⅱ．２．効用最大化

各世代の個人は第２期において，人的資本の供給を行うことによって労働所得を得るものの，

子ども一人につき，ψの育児時間が必要であるとする４．村田 (2019, 2020) および村田・丁 (2022) 

と同様，生産者の存在を考慮しないため，賃金率が存在しないことから，t －1世代の各個人のt

期における労働所得yt は，⑶のように決定付けられる．

 ⑶　

⑶において，nt はt －1世代の各個人のt 期における子どもの数である．各世代の個人は第２期

において，政府から所得税を徴収され，それを財源とする児童手当による助成金を子どもの数に

応じて支給される．その上で，各個人は労働の可処分所得と児童手当による助成金を自身の消費

と子どもの育児費用および教育支出に配分するものとする．したがって，t －1世代の各個人がt

期において直面する予算制約は，⑷のようになる．

 ⑷　

⑷において，τは各期における所得税率，p は各期における子ども一人当たりの育児費用，ϕは

( ) 1,1,0,;1 >+∈=+ δεδεδε
ttt heh

( )∏
=

+++ ⋅⋅⋅××==
t

j
tttjt hLnnnhLnH

0
1010101

( ) 10;1 <<−= ψψ ttt hny

( ) ( ) 0,0,10;1 >><<++=+− ϕτϕτ pnepcny ttttt

４ これは，各個人が育児にあたり，保育サービスの利用を前提とした育児時間を意味する．
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各期において支給される子ども一人当たりに対する助成金５，ct はt －1世代の各個人のt 期におけ

る消費である．単純化のため，遺産贈与は考慮しないものとする．

以上を前提として，各個人は生涯効用を最大化するように行動するものとする．本稿における

生涯効用とは，２期間全体において得られる効用水準を意味し，それは第２期における消費水準

と子どもの数，および次世代が獲得する人的資本水準によって決定付けられるものとする．t －1

世代の各個人の２期間全体における効用水準をV t －1とおくと，それは以下のように表される６．

ここで，γは消費を基準とした子どもの数に対する選好を表わすパラメータ，βは次世代が獲得

する人的資本水準から得られる効用の主観的割引率である．一階条件より，t －1世代の各個人の

t 期における最適な子どもの数，最適教育支出，および最適消費はそれぞれ，⑸，⑹，および⑺の

ように導出される７．

 ⑸　

 ⑹　

 ⑺　

⑸と⑹について，本稿では，γ＞βεを仮定する８．また，育児費用と児童手当による助成金の大

小関係について，p ＞ϕを仮定する９．

( )1,0,0;logloglog 1
1

,,
∈>++= +

− βγβγ ttt
t

enc
hncVMaximize

ttt

( ) ( ) ( ) ,1,1 tttttttt hnynepcnytosubject ψϕτ −=++=+− δε
ttt heh =+1

( )( )
( ) ( ){ }ϕψτγ

τβεγ
−+−−

−−
=

ph
h

n
t

t
t 11

1

( ){ }
βεγ

ϕψτβε
−

−+−
=

ph
e t

t
1

( )
γ
τ
+
−

=
1

1 t
t

h
c

５ 村田 (2019, 2020) では，児童手当による助成金をηと表記しているが，本稿では，Groezen, Leers and Mejidam 
(2003) および村田・丁 (2022) と同様，ϕと表記する．

６ 村田 (2019, 2020) では，生涯効用関数をV t－1＝(1－α)log ct＋α log nt＋β log ht＋1; α ,β∈(0,1)と設定している．そ
れに対し，本稿モデルおよび村田・丁 (2022) における生涯効用関数の設定は，選好パラメータおよび主観的割
引率について，Groezen, Leers and Mejidam (2003) に類似したものとなっている．

７ ⑸，⑹，および⑺の導出過程については，村田・丁 (2022) における付録１を参照せよ．
８ これは村田・丁 (2022) と同様であり，この仮定を置かなければ，最適な子どもの数がゼロもしくはマイナスと

なるケースが生じてしまい，これらは現実的に有り得ないためである．
９ 村田・丁 (2022) においても述べているが，児童手当による助成金が育児費用と同額もしくはそれを上回ること

は，現実的に考えにくいためである．
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Ⅲ．人的資本蓄積と定常均衡

Ⅱ節を踏まえ，本節では，人的資本の定常均衡の存在性および安定性について検討する．⑹を

⑴に代入すると，人的資本関数は⑻のように求められる．

 ⑻　

⑻において，村田 (2019, 2020) および村田・丁 (2022) と同様，定常均衡における人的資本水準

をht ＋1＝ht ＝hs とおくと，⑼の関係式が成り立つ．

 ⑼　

⑼について，本稿では，左辺をLHS ，右辺をRHS と定義する．⑻と⑼より，定常状態の近傍に

おけるdht ＋1/dht は，⑽のように導出される10．

 ⑽　

人的資本の定常均衡について，安定性条件は0＜dht ＋1/dht＜1である11．ε＋δ＞1であるため，⑾

が満たされれば，hs は安定的な定常均衡である．

 ⑾　

一方，人的資本の定常均衡について，不安定性条件はdht ＋1/dht ＞1である．ε＋δ＞1であるた

め，⑿が満たされれば，hs は不安定的な定常均衡である．

 ⑿　

以上を踏まえると，人的資本の定常均衡の存在性および安定性について，本稿モデルでは，以

下の３つのケースに分類されることが分かる．

( ){ } δ
ε

βεγ
ϕψτβε

t
t

t h
ph

h
−

−+−
=+

1
1

( ) ( ){ }ϕψτ
βεγ

βε
ε
δ

−+−
−

= phh ss 1
-1

( )
( ) δ

ϕψτ
ψτε

+
−+−

−
ph
h

s

s

1
1

( )( ) ( )( ) ( )( )
( )( )ψτδε

ϕδϕδψτδε
−−+
−−

<⇒−−<−−+
11

1111 phph ss

( )( ) ( )( ) ( )( )
( )( )ψτδε

ϕδϕδψτδε
−−+
−−

>⇒−−>−−+
11

1111 phph ss

10 ⑽の導出過程については，村田・丁 (2022) における付録２を参照せよ．
11 ⑽より，村田・丁 (2022) と同様，人的資本関数がdht＋1/dht ＞0を満たしていることは明らかである．
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Ⅲ．１．定常均衡が１つのみ存在するケース

本稿モデルでは，ε＋δ＞1であるため，⑼より，このケースにおけるLHS とRHS は，図１のよ

うに描かれる．

図１から分かるように，人的資本の定常均衡hs においては，⑼におけるLHS とRHS の傾きが等

しくなることから，hs は⒀のように導出される12．

 ⒀　

⑴と⑻より，本稿モデルでは，人的資本関数は原点を通ることが明らかである．したがって，

人的資本の定常均衡が１つのみ存在し，かつ安定的である場合，⒀は⑾の条件を満たし，人的資

本関数は図２のように描かれる13．

( )
( )( )

δε
ε

βεγδ
ψτβε −−

−−
−

=
12

1
1

sh

12 ⒀の導出過程については，村田・丁 (2022) の付録３を参照せよ．
13 厳密に言えば，図２のケースでは，人的資本の定常均衡hs は大域安定的である．

thO sh

LHS
RHS

RHSLHS ,

( )
βεγ

βε
−
−ϕp

図１：人的資本の定常均衡 (１つのみ存在するケース)
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一方，人的資本の定常均衡が１つのみ存在し，かつ不安定的である場合，⒀は⑿の条件を満た

し，人的資本関数は図３のように描かれる14．

th
45°

O sh

1+th

図２：人的資本関数 (安定的な定常均衡が１つのみ存在するケース)

th
45°

O sh

1+th

図３：人的資本関数 (不安定的な定常均衡が１つのみ存在するケース)

14 厳密に言えば，図３のケースでは，人的資本の定常均衡hs は大域不安定的である．また，このケースでは，定
常均衡値を上回る場合，人的資本水準は無限大に発散するのに対し，定常均衡値を下回る場合，人的資本水準
は０に収束することから，人的資本の二極化が最も極端なケースと言える．
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Ⅲ．２．定常均衡が２つ存在するケース

このケースにおけるLHS とRHS は，図４のように描かれる．

低い方の人的資本水準をhs
1，高い方の人的資本水準をhs

2とおく．人的資本関数は原点を通り，

かつ⑾と⑿を踏まえると，このケースにおける人的資本関数は，図５のように描かれる．

thO

LHS
RHS

RHSLHS ,

1
sh 2

sh

( )
βεγ

βε
−
−ϕp

図４：人的資本の定常均衡 (２つ存在するケース)

th
45°

O 1
sh 2

sh

1+th

図５：人的資本関数 (定常均衡が２つ存在するケース)
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すなわち，村田・丁 (2022) と同様，人的資本の定常均衡が２つ存在するケースでは，安定的な

定常均衡と不安定的な定常均衡の組み合わせとなることが確認できる．

Ⅲ．３．定常均衡が存在しないケース

このケースにおけるLHS とRHS は，図６のように描かれる．

人的資本関数が⑾の条件を満たす場合，人的資本関数の傾きは常に１より小さくなる15．

 ⒁　

⑾の条件を満たす場合，人的資本関数は図７のように描かれる16．

( )
( ) 1
1

1
0 <+

−+−
−

< δ
ϕψτ

ψτε
ph
h

s

s

thO

LHS

RHS

RHSLHS ,

( )
βεγ

βε
−
−ϕp

図６：人的資本の定常均衡 (存在しないケース)

15 村田・丁 (2022) においては，人的資本の定常均衡が存在しないケースについて，人的資本水準が無限大に発散
する場合のみを想定しているが，本稿モデルでは，このケースについて，詳細な検討を行っている．

16 図７は，各個人が所謂「貧困のわな」に陥るケースと言えるが，これは，育児費用や所得税率が非常に高い，
あるいは児童手当による助成金が非常に少額である場合において起こり得る．



― ―25

保育サービスと人的資本蓄積に関する一考察

図７より，このケースでは，人的資本水準は０に収束することが確認できる．一方，人的資本

関数が⑿の条件を満たす場合，人的資本関数の傾きは常に１より大きくなる．

 ⒂　

⒂の条件を満たす場合，人的資本関数は図８のように描かれる17．

( )
( ) 1
1

1
>+

−+−
−

δ
ϕψτ

ψτε
ph
h

s

s

17 人的資本関数が無限大に発散するケースについては，村田・丁 (2022) においても考察されているが，本稿モデ
ルでは，人的資本関数について条件設定を行っているため，図８は村田・丁 (2022) とは異なる．

th
45°

O

1+th

図７：人的資本関数 (０に収束する場合)
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図８より，このケースでは，人的資本水準は無限大に発散することが確認できる．

Ⅳ．保育施設の提供と人的資本の定常均衡

Ⅲ節を踏まえ，本節では，所得税を財源とする育児支援として，児童手当による助成金の支給

および保育サービスの提供について検討する．政府の予算制約式は⒃のように定義される．

 ⒃　

⒃において，φは政府が保育サービスを提供しない場合における子ども一人当たりの育児時間

である18．本稿では，0＜φ＜1，φ＞ψを仮定する19．⒃に⑸を代入すると，政府の予算制約式を満

たす人的資本の定常均衡値は，⒄のように求められる．

 ⒄　

ここで問題となるのは，Ⅲ節において議論した人的資本水準が政府の予算制約を満たすかどう

( ) ( ) ttttt hnhnn ψτψφϕ −=−+ 1

( )( ) ( )( )
( )( ) ( ) )(}{ ττγβεψβεγψφ

τβεγϕϕγτ
−−+−−−

−−−−−
=

121
11 phs

th
45°

O

1+th

図８：人的資本関数 (無限大に発散する場合)

18 この表記は，保育サービスの提供を組み込んでいない村田・丁 (2022) と同様である．
19 これは，保育施設を利用することによって，保育サービスが提供されない場合よりも育児に関わる機会費用が

減少することを意味する．
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かであるが，それは人的資本水準が⒄と同等もしくはそれを上回るか否かである．人的資本の定

常均衡が安定的である場合，Ⅲ．１節のケースでは，⒀が⒄と同等もしくはそれ以上の値，Ⅲ．２

節のケースでは，hs
1が⒄と同等もしくはそれ以上の値であれば，政府の予算制約を満たすのに対

し，⒀が⒄を下回る，もしくはhs
1が⒄を下回るならば，政府の予算制約を満たすことができない．

一方，人的資本の定常均衡が不安定的である場合，人的資本が無限大に発散するならば，政府の

予算制約を確実に満たすことができるのに対し，人的資本が０に収束するならば，政府の予算制

約を満たすことができない．

Ⅴ．結語

本稿では，村田・丁 (2022) における児童手当と人的資本蓄積に関する世代重複モデルについ

て，保育サービスの提供による育児に関わる機会費用の減少に関する議論を組み込むことによっ

て，育児支援に関する議論の拡張・修正を行った．具体的には，所得税を財源とした育児支援と

して，児童手当による助成金の支給に加えて，保育サービスの提供を考慮した政府の予算制約式

を設定した上で，それを満たす人的資本水準の実現について考察した．

本稿における主要な帰結として，所得税を財源とした児童手当による助成金の支給と保育サー

ビスの提供を行うにあたり，政府の予算制約が満たされるためには，人的資本の定常均衡値が十

分に高い水準であること，もしくは人的資本が０に収束しないことが条件であることが示唆され

た．

最後に，本稿における分析について，今後の展望を述べる．本稿モデルにおける政府の予算制

約式では，政府による保育サービスの提供について，育児に関わる機会費用の減少として定義し

ている．この設定は，経済学的には妥当なようにも思えるものの，現実的に，保育サービスの提

供にあたっての費用と育児に関わる機会費用の減少分が一致するか否かは議論の余地がある．ま

た，現在の日本では，新型コロナウイルス感染拡大による影響から，保育施設に子どもを預ける

ことをためらうケースも少なからず考えられる．これらの点の分析については，稿を改めて論じ

たい．
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